
 
 

 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり審議会からの答申について 

 

１ 経緯 

 ・平成 23年 12月 

環境未来都市に選定 
  
・平成 24年５月 

  環境未来都市計画を策定（平成 24～28年度までの５か年計画） 
 
 ・平成 25年６月５日  

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり審議会条例を制定 
 
 ・平成 25年６月 18日 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり審議会を設置 

  市長から審議会に諮問 
 
 ・平成 26年４月１日 

審議会から「横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくりの方針」を市長に答申 

 

 

２ 審議会設置の目的 

環境未来都市計画を進めるにあたり、みなとみらい２１地区におけるスマートなまちづくり

を推進するため、市長の附属機関として「横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり

審議会」を設置しました。 
 
  ※「スマートなまちづくり」とは 

情報通信技術の活用等を図ることにより、市民生活の質を高めながら、環境への負荷が少なく、持続

的に発展することができるまちづくりをいう。 

 

 

３ 審議会で検討された主な事項 

（１）みなとみらい２１地区における情報通信技術を活用したエネルギー対策に関すること。 

（２）みなとみらい２１地区における環境に配慮したまちづくりに関すること。 

（３）スマートなまちづくりの国内外への情報発信に関すること。 

 

 

４ 委員構成（別添資料１のとおり） 

（１）審議会委員 

   村上 周三 会長（一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長）をはじめ 15 名で

構成 

（２）エネルギー部会委員 

   村上 周三 部会長をはじめ審議会委員５名で構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

平 成 2 6 年 ５ 月 2 8 日 

温暖化対策・環境創造・資源循環委員会 

温 暖 化 対 策 統 括 本 部 



５ 審議会での検討経過（別添資料１のとおり） 

（１）審議会 

４回開催（平成 25年６月 18日～平成 26年３月 14日） 

（２）エネルギー部会 

   ２回開催（平成 25年９月３日及び平成 25年 10月 24日） 

 

 

６ 審議会での主な意見 

・国では、エネルギー基本計画の取りまとめが進められており、2016～2018 年にエネルギー

の規制改革が集中する。この機を逃さず、公民連携により自立分散型エネルギーインフラの

形成を検討していくことが重要。 
 ・東日本大震災以降、エリアマネジメントは、防災、環境、エネルギーを重視した方向に転換

してきている。これには、新たな公民連携の仕組みをつくり進めるべき。 
 ・緑と賑わいと一体となった豊かな空間づくりが必要。 
 ・海外の都市は、情報発信力を高めるためにいろいろな施策を進めている。みなとみらい２１

地区が抱えている問題として情報発信力不足が挙げられる。 

・エコモビリティの取組においては、高齢者等に優しいまちの実現を目指すとともに、歩いて

暮らせる健康志向のまちづくりを推進していくべき。 

 

 

７ 答申の概要（別添資料２のとおり） 

（１）検討の前提（スマートなまちづくりに向けた取組の方向） 

（２）スマートなまちづくりに向けた都市の将来像 

（３）強化すべき４つの分野（エネルギー、グリーン、アクティビティ、エコモビリティ） 

（４）スマートなまちづくりの実現に向けて 

（５）今後の展開 

 

 

８ 今後の対応 

  みなとみらい２１地区を「世界を魅了する最もスマートな環境未来都市」の代表的なショー

ケースとしていくため、平成 26年度は、次の事項に取り組んでいきます。 

（１）みなとみらい２１地区関連企業等と庁内連携組織との公民連携による検討体制を構築 
（２）スマートなまちづくりの実施計画（アクションプラン）を策定 

（３）環境未来都市にふさわしいまちづくりの推進 

（エネルギーマネジメントシステムの拡大・強化、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備とＩＣＴ活用の

展開、四季折々の変化を感じられるような市民が憩える豊かな緑地空間の創出 等） 



 

 

１ 委員構成 

（１）審議会 

学識経験者等 15人（エネルギー、都市計画・まちづくり及び環境分野 等） 
 
委員名簿（五十音順 敬称略）    ◎は審議会会長 

氏名  現職等 

柏木 孝夫 東京工業大学特命教授 

河口 真理子 株式会社大和総研調査本部主席研究員 

岸 惠子 俳優、作家 

小林 重敬 東京都市大学教授 

佐土原 聡 横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授 

末吉 竹二郎 国連環境計画・金融イニシアティブ特別顧問 

善養寺 幸子 株式会社エコエナジーラボ代表取締役 

千葉 太 一般社団法人横浜みなとみらい２１ 環境対策委員会委員長 

中尾 明 株式会社都市設計研究所代表取締役 

仲條 亮子 早稲田大学大学院ファイナンス研究科非常勤講師 

◎村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長 

望月 淳 横浜商工会議所副会頭 

望月 洋介 日経ＢＰクリーンテック研究所長 

山崎 洋子 作家 

渡辺 真理 アナウンサー 

 

 

（２）エネルギー部会 

委員名簿（五十音順 敬称略）    ◎は部会長 

氏名 現職等 

柏木 孝夫 東京工業大学特命教授 

小林 重敬 東京都市大学教授 

佐土原 聡 横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授 

千葉 太 一般社団法人横浜みなとみらい２１ 環境対策委員会委員長 

◎村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料１ 



２ 審議会の検討経過 

（１）審議会 

 開催日 会議議題 
第１回 平成 25 年６月 18 日 １ 会長選出 

２ 諮問 
３ みなとみらい２１地区の新たな都市像について 

第２回 平成 25 年９月３日 １ スマートなまちづくりに向けた取組案について 
第３回 平成 25 年 12 月 13 日 １ エネルギー部会からの報告 

２ スマートなまちづくりの実現方策 
３ 国内外への情報発信方法の検討 

第４回 平成 26 年３月 14 日 １ 意見募集を踏まえた検討内容の再整理について 
２ 全体とりまとめ・審議会答申について 

 

 

 

（２）エネルギー部会 

 開催日 会議議題 

第１回 平成 25年９月３日 １ 部会長の指名 

２ みなとみらい２１地区のスマートなまちづくり

に向けたエネルギー分野の取組 

３ フィジビリティ・スタディの際に考慮すべき視点 

第２回 平成 25年 10月 24日 １ みなとみらい２１地区のエネルギー分野におけ

る目標設定 

２ フィジビリティ・スタディ検討報告 

３ 方策実現に向けた施策方針と答申内容（案） 
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みなとみらい２１地区スマートなまちづくり＊審議会の目的 

・みなとみらい２１地区は事業開始から約 30年が 

経過し、この間の社会情勢の変化を踏まえ、地球 

温暖化対策や BLCP＊への対応など、新しい時代の 

要請を取り入れたまちづくりを進めていく転機に 

あります。 
 

・本審議会は、「世界を魅了する最もスマートな環 

境未来都市」の実現に向け、みなとみらい２１地 

区の現状分析と課題抽出、新たな都市の将来像の 

構築に向けた検討を行い、今後のまちづくりの方 

向性を定めることを目的とします。 

 
 
 

第１ 検討の前提（スマートなまちづくりに向けた取組の方向） 

・みなとみらい２１地区の取り組むべき基本的なテーマについて以下に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第２ スマートなまちづくりに向けた都市の将来像 

・みなとみらい２１地区の取組の方向をふまえ、スマートなまちづくりに向けた都市の将来像を以下の

３つに取りまとめました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＊ スマートなまちづくりとは、情報通信技術の活用等を図ることにより、市民生活の質を高めながら、環境への負荷が

少なく、持続的に発展することができるまちづくりをいう。 

＊ BLCP（Business Living Continuity Planning）とは、災害や事故に対して、最低限の事業活動や生活の継続を図るた

めの危機管理に関する行動計画。自然災害リスクの高い日本で対策を強化することは、国際競争力を高め海外の投資

を呼び込む基本的な条件となる。 

＊ 冗長性（リダンダンシー）とは、必要最低限のものに加えて余分や重複がある状態をいう。障害発生時の機能維持に

必要な安全対策。 

＊ MICE（Meeting Incentive tour Convention Exhibition）会議・報奨旅行・大会・展示会等、ビジネス、イベント等

の総称。 
＊ ICT(Information & Comunication Technology)情報通信技術の略語 

 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくりの方針 答申概要 

 
地球温暖化対策 
 

・持続可能な低炭素なまちづくりが
求められている 

・海を活かした環境学習や海洋都市
としての展開が必要である 

 
自然災害リスク対策 
 

・更なる安全性強化のため、災害時
のエネルギーの自立性、冗長性＊、
多様性の確保が必要である 

 
都市の賑わい 
 

・水際に大規模な緑地があるが、街中の人通りの多い空間
に市民が実感できる緑を充実させる要望が多い 

・散歩したくなるまちになるように、ベンチ等の休憩スペ
ースを増やす必要がある 

 
情報発信力の強化 
 

・スマートなまちづくりに資する多様な取組を行っている
ことを、海外にアピールする情報発信力の強化が必要で
ある 

・観光・MICE＊拠点都市として、国際会議を誘致していく
上でも、情報発信は重要である。 

 
災害に対して強靭な安全安心都市 
 
・更なる都市基盤の強化 
・多重型、分散型のエネルギー供給 
・情報通信手段の多様性確保 
・安全性・環境性・経済性に優れたエネル
ギーの選択 

 
先進性・独創性のある文化創造都市 
 
・観光・MICE＊拠点都市、文化芸術創造都市

として、開港地横浜の歴史を受け継ぐ、
独創的な取組を推進 

・成熟の時代にふさわしい文化を創造して
いく都市の実現 

・ICT＊を活用し、新しい文化や技術のイン
キュベーターとなる特別な場所として認
知され、ブランド力の強化により世界中
から多くの投資を呼び込めるビジネス都
市の実現 

 
水と緑と歴史に囲まれた人間環境都市 
 
・海洋の魅力を活かした環境学習や水と緑
を重視したまちづくりを推進 

・世界に対して市民が誇りをもつことので
きるまちやコミュニティ形成 

・低炭素社会と生物多様性に配慮した都市
構造の実現 

現在のみなとみらい２１地区 

みなとみらい２１地区の現状風景 

オープンカフェ 

観光都市の核施設となる文化施設 

公開空地の緑陰とベンチ 

エネルギー対策に配慮した公園の事例 

グランモール公園 けやき通り 

 

  
打ち水 

別添資料２ 
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第３ 強化すべき４つの分野  

 

１ 災害時に対応したエネルギー対策 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

２ ICT 活用による新分野の取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ICT活用イメージ 

Wi-Fiネットワーク 

データセンター 

クラウド 

水源地保全 

京浜臨海部熱利用監視 

ヒートアイランド対策監視 

モビリティの流れ 

（リアルタイム情報） 

コミュニティサイクル 

予約システム 

人の流れ（リアルタイム情報） 

気象情報 （リアルタイム情報） 

賑わい形成 

案内・誘導（多言語化） 

涼風誘導 

カーシェアリング 予約システム 

気象観測点設置 

観光情報・イベント情報 

GPS＋SNS （情報発信） 

エネルギーの流れ監視 

（リアルタイム情報） 

店舗情報 

多様な情報の見える化 

※イメージ図（場所等を特定するものではありません。） 
図 エネルギー対策イメージ 

選ばれる都市が備えるべきトップランナー性能のエネルギー 

●低炭素化推進の目標 
「エネルギー供給システムの高効率化」、「YSCP＊実証事業の水平展開」、「新築・既存建物の省エネル
ギー化」等により、未利用地の開発が実施され建物床面積が増えても、長期的には 2010年度のみな
とみらい２１地区のエネルギー起源の CO2 排出量の総量（過去最大値）を超えないことを目指す。 

 
●エネルギーシステムの自立強化の目標 

大規模な災害時において、建物の機能維持等のために最低限必要な電力と熱の供給を自立分散型エネ
ルギー＊によって確保する。 

エネルギーを使う側の合理性を追求するとともに、多様なエネルギー源を供給する多重化策によ
って、災害に強い、環境面に配慮した、経済的なエネルギー供給基盤を形成します 

低炭素化推進や災害時のエネルギーシステムの自立強化について、目標を定めて推進して行く体
制をつくります。 

ICT 技術は、スマートなまちづくりの基本であり、みなとみらい２１地区ではこれらの取組を世
界に向けて先駆けて発信してゆく最先端の場所としてのプレゼンスを高めます。 

＊YSCP（横浜スマートシティプロジェクト）実証事業では、横浜市と民間企業とが協働し、再生可能エネルギーや未利用エネルギ
ーの導入、家庭・ビル・地域のエネルギーマネジメント、次世代交通システム等の各種プロジェクトに取り組んでいる。 

＊DHC(District Heating & Cooling)地域冷暖房、建物個別で冷暖房・給湯をするのではなく、地域でまとめて行うことによって、
効率的に供給するシステムのこと。 

＊HEMS(Home Energy Management System)住宅のエネルギー管理を行うシステムのこと。 
 

＊BEMS(Building Energy Management System) ビル内のエネルギー管理を行うシステムのこと。 
＊CEMS(Community Energy Management System) エネルギーの需要側を中心として、地域内全体のエネルギー管理を行うシステ
ムのこと。 

＊AEMS(Area Energy Management System)エネルギー供給側と消費側全体を含めて地域全体のエネルギー管理を行うシステムの
こと。 

＊自立分散型エネルギーとは、大規模発電所で創られた一般の電気ではなく、自然エネルギーや自家発電設備等の複数の小さな
発電所によって供給されるエネルギーのこと。災害時にも強いメリットがある。 

 

スマートなまちづくりの基本となる災害時のエネルギー対策、各種取組に共通して重要となる ICT 活用の取組イメージを示します。 
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  強化すべき事項 現在の主な取組 短期（～2020年） 長期（～2050年） 

 
・ 歩行者に優しい歩きたくなる環境

づくりのため、快適な空間を実感で
きる身近な緑を創る 
 

・ 景観面の配慮だけでなく、緑陰の涼
しさを感じたり、鳥のさえずりを聞
いたり、賑わいと一体になった滞留
空間を形成する 快適な環境を 

次世代に 
継承する 

 
グリーン 

市民の創造性を 
刺激するまちの 

 
アクティビティ 

自由な移動を 
確保し、都市活動を 

誘発する 
 

エコモビリティ 

公共空間の緑の補強 

・ 旧東急東横線廃線跡地利用 
・ グランモール公園再整備 

→ 実感できる緑の創出 

横浜みどりアップ計画 

・ 地域緑のまちづくり事業 
→ 公共＋民地内緑化整備費・管理費 

 
見せる緑から魅力・賑わいの緑への再生 

文化芸術創造都市にふさわしい成熟した界隈形成 

環境配慮型の多様なモビリティによるネットワーク形成 

 
・ 選ばれる都市を目指すため、都市

の安全性・賑わいのほか、生活の
利便性、快適性など、総合的な視
点からの配慮が必要 
 

・ 海の魅力づくりにより、港湾機能と
国際海洋都市環境形成の両立を図
る 

 
・ 市民を主体としたコミュニティの

活動など、成熟型社会にふさわしい
地域づくりが必要 

MICE推進都市としての環境強化 

・ グローバル MICE戦略都市に選定 
・ 各種国際イベント・文化芸術分野の展開 

外国人対応環境の各種取組 

・ 外国人対応施設立地傾向（ﾌﾟﾚｽｸｰﾙ等） 
・ 横浜観光コンベンションビューロー 
・ YMM＊による情報発信（4カ国語）対応 

通信環境の充実・拡大 

・ 外国人旅行者向け無料Wi-Fi 
・ スポット的公衆Wi-Fi整備 

 
・ クイーン軸、キング軸、グランモー

ル軸の３つの都市軸を中心とした、
歩いて暮らせる健康志向の街づく
りを推進する 
 

・ 都心臨海部エリアの回遊等、近距離
用の次世代型、環境配慮型交通シス
テムを乗り換えの不便なく活用す
る 

歩いて暮らせるまちづくりの推進 

・ 歩行者動線整備による回遊性向上 
→ 東横線廃線跡地利用等 

次世代型交通施策の推進 

・ コミュニティサイクル 
・ 超小型モビリティ社会実験 

人間環境都市 

文化創造都市 

中期（～2030年） 

公開空地等を活用した「まちかどの緑」プロジェクトの推進 

微気候＊の解明によるヒートアイランド緩和（風の道の形成） 

Wi-Fi環境の整備と 
ＩＣＴ活用の展開 

スマートなまちづくりの 
強化による MICE誘致 

多様な主体によるエリアマネジメント活動の強化 

文化芸術分野と都市環境との融合 

国際海洋都市環境の整備・環境学習拠点の立地誘導 

インナーハーバー＊でのアクセス強化 

次世代型交通の実用化(コミュニティサイクル, 
超小型モビリティ,燃料電池車＊） 

異種交通間のシームレスな乗り換えステーションの整備 
 

安全性・環境性 
経済性に優れた 

 
 

エネルギー 

選ばれる都市が備えるべきトップランナー性能のエネルギー  
・ 低炭素化推進目標に向けた取組を

進める 
 

・ 災害時にも対応したエネルギーシ
ステムの自立強化を進める 

環境重視型都市インフラ基盤 

・ 地域冷暖房施設・共同溝 

YSCP 省エネ対策実証実験の実施 

安全安心都市 

太陽光発電等再生可能エネルギーの利用 

火力発電所エネルギー有効利用システム 

＊エネルギーの制度改革（2016～2018）を想定している 

ICTを活用したエネルギーマネジメント 

自立分散型エネルギーインフラの形成 

公共緑地を中心に新しい緑の 
オープンスペースの整備 

歩行者ﾈｯﾄﾜｰｸの拡充 

ｴｺﾓﾋﾞﾘﾃｨの実装(ﾁｮｲﾓﾋﾞ) 

ｵｰﾌﾟﾝｶﾌｪ等の賑わい 

太陽光発電等の活用 

環境学習施設 

３ スマートなまちづくりに向けた主な取組総括表 

凡 例 検討期間 事業実施期間 ＊ICT＊関連の取組は赤枠表示 

＊ ICTとは、(Information and Comunication Technology)情報通信技術の略語 
＊ ＹＭＭ（一般社団法人横浜みなとみらい２１）みなとみらい２１地区のエリアマネジメント組織である。 
＊ 微気候とは、人が肌で感じる地表面に近いミクロのエリアの気候のこと 
 

エネルギー・グリーン・アクティビティ・エコモビリティの 4分野について、現在実施されている取組と今後目
指すべき都市の将来像を実現していくために必要な取組を短中長期に分類して掲載しました。 

＊ 燃料電池車とは、水素を燃料として空気中の酸素と反応させることによって電動機を駆動させて走る車のこと。CO2 や有害な排
気ガスを出さない 

＊ インナーハーバーとは、ベイブリッジより内側の内水域と、その水域を囲う円形の臨海部を指す。 

市民参加型のイベントの取組 

・ YMMを中心とした市民参加型の取組 
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第４ スマートなまちづくりの実現に向けて 

１ 担い手となる組織とその代表的な役割 

・横浜市は、公民連携に積極的に取り組み、横浜都心臨

海部の広域連携を図る主体としての総合調整を図る。 
・市民は、スマートなまちづくりに関心を持ち、まちの 

魅力を高める取組に積極的に参画する。 

・企業は、地域への社会的な責任の一環として、スマー

トなまちづくりの推進に向け貢献する。 
・大学・研究機関は、スマートなまちづくりの効果を科

学的に検証し、より効果的な成果が上がるように努め

る。 
・エネルギー会社（電気・ガス・熱供給）は、安全性・

環境性・経済性に優れたエネルギー供給に向けた取組

に積極的に協力する。 
・エリアマネジメント組織は、横浜市と連携しながら、

スマートなまちづくりを推進する。 
 

２ 事業化へのステップ 

・スマートなまちづくりの具体化に向け、実施計画（アクションプラン）の策定にあたっては、新たな

公民連携の仕組みを構築し、事業化の検討を進める。 
・公民連携で事業実施にあたり、投資しやすい環境づくりに向けて、資金調達の仕組みの検討が重要。 
・特に自立分散型エネルギーインフラの形成は、関係者間での自主ルールをつくることによって、みな

とみらい２１型の自立分散化エネルギーシステムを構築していくことが必要。 

 
３ 国内外への情報発信 

・国際会議・展示会などの機会を捉えて、みなとみらい２１地区におけるスマートなまちづくりを発信

することが必要。 
・スマートなまちづくりに関する情報を一元化し、これをパッケージとしてショーケース化することが

重要。 
・楽しさ・驚きや新たな発見を伝え、環境行動に結びつくコンテンツの創造や情報発信を担う人材の育

成や機会を創出することが必要。 
 

第５ 今後の展開 

・スマートなまちづくりの取組の実現に向け、2050 年までの実施計画（アクションプラン）を策定し、

目標に向け事業を推進することが必要。課題点の多い取組についても、その必要性を認識し事業を推

進していくことが重要。 

・多様な主体が地域に対する誇りをもって、主体的に取り組んでいくことが重要。 

・取組の進ちょく状況や評価を市民等へ報告することが必要。 

・この実施計画は２０５０年の長期的なスパンで策定するものであり、まちの成長や社会情勢の変化に

合わせてフレキシブルに変えていくことが必要。 
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別添資料３ 

 



 
 

はじめに 
 
 

みなとみらい２１地区の企画は、横浜市における 1960 年代の都市づ

くり「６大事業」の都心部強化として、ウォーターフロントに新しいま

ちをつくる構想づくりから始まりました。 
今年で事業着手から約 30 年が経過し、この間の社会情勢の変化を踏

まえ、地球温暖化対策や災害対応強化など、新しい要素を取り入れた「環

境未来都市・横浜」にふさわしいみなとみらい２１地区のまちづくりを

進めることが求められています。 
このような背景を受けて、本審議会に対して、情報通信技術を活用し

たエネルギー対策に関する課題や、環境に配慮したまちづくりに関する

課題など、スマートなまちづくりについて諮問されました。 
本審議会は、これまでのまちづくりに、エネルギー・低炭素交通など

の新たな視点に加え、緑化・まちの賑わいを更に強化し、未来に向けて

都市をリノベーションしていくため、委員からの貴重なご意見をもとに

答申にまとめました。 
本答申に掲げたまちづくりの方針を推進していくことによって、「世

界を魅了する最もスマートな環境未来都市」が実現し、国際的にも画期

的な都市モデルとなるみなとみらい２１地区となり、この取組の成果が、

横浜市全体の将来を牽引していく力になっていくものと信じておりま

す。 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
  
 
 

平成 26 年 3 月 
 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり審議会会長 
村上周三 
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第１．検討の前提 
 
横浜市の環境未来都市計画は、「低炭素・省エネルギー」「水・自然環境」「超高齢

化対応」「クリエイティビティ」「チャレンジ（経済活性化）」の５つの分野にわたっ

て構成されています。これら５分野を有機的に組み合わせ、３つの価値（環境・社会・

経済）を創造していく 2050年に向けたリーディングプロジェクト「みなとみらい 2050

プロジェクト」のひとつとして、今回のみなとみらい２１地区におけるスマートなま

ちづくり＊１の取組が位置づけられています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1 スマートなまちづくりが求められる時代背景 
2050 年という未来に向けて、エネルギー・モビリティ・情報通信など技術発展や都

市を取り巻く状況など、社会情勢は目まぐるしく変化すると考えられます。この時代

の価値観は、コミュニティや人間の感性、及び健康（ウェルネス）などに対する普遍

的な価値、横浜にしかない価値、スマートな最先端の価値などによって決められてい

ます。 
このような考えの下、現在の時代認識と 2050 年に向けた展望を以下の３分野に取

りまとめ、スマートなまちづくりに向けた将来像を構築する前提条件としました。 
 

 （１）地球環境の変化  

2013年の現在、自然が人間に及ぼす本質的価値が時代に拠らず変わらない一方

で、科学技術の進展によって自然が都市環境に与えている影響の大きさが解明さ

れつつあります。地球環境の持続性や生物多様性が重視され、特に都市環境との

 

環境
価値

経済的
価値

社会的
価値

横浜市 環境未来都市計画（５分野 ３０の取組）

【低炭素・省エネルギー】
【水・自然環境】

【超高齢化対応】 【クリエイティビティ】
【チャレンジ】

分野間の連携による
相乗効果の創出

横浜市環境未来都市計画 

横浜市環境未来都市計画（５分野）の取組 

＊１ スマートなまちづくりとは、情報通信技術の活用等を図ることにより、市民生活の質を高めながら、環境への負

荷が少なく、持続的に発展することができるまちづくりをいう。 
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関連が深い緑については、緑が人に及ぼす心理的な効果等の価値の重要性に加え

て、ヒートアイランド緩和・微気候*1 形成への貢献等、緑の多様な側面を評価す

る時代になっています。 

  
今後、2050年に向けて、地域

レベルの気候解析技術が進歩

し、市街地の温熱環境と緑地・

水域の配置、地域風等との関係

が一層明らかにされるように

なると考えられます。また、自

動制御による灌水技術等の進

展により、壁面緑化等の多様な

緑化が普及していきます。これ

らの技術進展を受け緑化指針

や都市計画制度にも影響が及

ぶようになると予測されます。 
 

 （２）人を取り巻く環境の変化 

世界的人口増加の一方、国内では人口減少・超高齢化社会に移行し、ライフス

タイルが大きく変化しています。また省エネルギーへの関心の高まり、健康志向

のライフスタイル、知的生産性向上への希求は次第に都市のあり方そのものを変

える重要な要因になりつつあります。 
 

2050年に向けて情報・通信技術が今後ますます進歩していきます。タブレット

端末やスマートフォンはより高性能・小型化の技術が進み、装着できる端末（ウ

ェアラブル PC）を通じた情報収集・意思決定の技術が拡大していくことが想定さ

れます。 

情報提供側もオープンデー

タ*2 化が進展し、大容量データ

をクラウドサービス*3 により活

用する技術が一般化していく

と考えられます。 

  

＊１ 微気候とは、人が肌で感じる地表面に近いミクロのエリアの気候のこと。 
＊２ オープンデータとは、著作権や特許などの制限なしで全ての人が自由に利用できるようにしたデータのこと。 
＊３ クラウドサービスとは、これまで手元のコンピューターに導入していたソフトウェアやデータをネットワーク

経由で必要に応じて利用できるようにしたサービスのこと。 
 

Satoshi Takasaki/JTU 
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高齢化が更に進み、新たな需要に対応したサービスや社会インフラが充実し、

高度化していきます。同時に健康志向も拡大していくと予想され、福祉・健康関

連施設の包括的なサービスの向上や、健康志向に関連するイベント開催、心地よ

く歩ける歩道のネットワークの整備などに関するまちづくりへの要請が高まっ

ていくことが想定されます。 

 

（３）都市環境・エネルギー問題の変化 

現在、地球環境問題に起因した低炭素なまちづくりが進行し、政府支援策も拡

充しています。また、東日本大震災を契機としたＢＬＣＰ*1 対策としてエネルギ

ーの多重化、安定確保等が求められています。 

インフラ整備など、新規まちづくりの国内市場は縮小していくため、アジア等

新興国市場への展開が重要な時代になっています。日本企業による海外へのイン

フラ輸出は、政府支援や都市間での連携を契機として拡大しています。また、交

通・都市基盤整備から環境まちづくりまで、インフラ全体をパッケージ輸出展開

するための異業種間の連携が加速しています。 

 
今後、2050年に向けて、民生・運輸部門での高効率設備の技術開発が進展する

一方で、インフラの再構築やエネルギーの面的利用・建物間連携などが進行して

いきます。従って、エネルギー計画とまちづくりを同時に構想することが必要に

なると考えられます。また、未利用エネルギー・再生可能エネルギーの活用や水

素ガスなどの新たなエネルギー源が導入されることにより選択肢が拡大し、安全

性・環境性・経済性がエネルギー選択の判断基準になっていくと思われます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

＊1  BLCP（Business Living Continuity Planning、事業・生活継続計画）とは、災害や事故に対して、最低

限の事業活動や生活の継続を図るための危機管理に関する行動計画。自然災害リスクの高い日本で対策を

強化することは、国際競争力を高め海外の投資を呼び込む基本的な条件となる。 
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2 スマートなまちづくりに向けた取組の方向 
1983年の着工以来、30年目

となるみなとみらい２１事業

は、今や年間 7,200 万人もの

観光客や居住者、オフィスワ

ーカーなど、多様な人達で賑

わう街になりました。 

しかし、この間の社会情勢

の変化は著しく、「みなとみ

らい」がいつの時代にあって

も「みらい」を冠する都市で

あり続けるためには、新たな

時代に対応可能な計画に基づ

くスタートが必要です。 

地球温暖化対策については、現在みなとみらい２１地区としての明確な目標は提示

されていません。また、自然災害リスクへの対応は、3.11の東日本大震災を受け、こ

れまで以上に強靭な災害対策が求められています。マスタープランを掲げ、街づくり

基本協定や景観ガイドライン等に基づく協議を繰り返し行ってきたまちも、来街者の

視点から見ると更なる工夫が必要ではないかという指摘もあります。横浜が国内外か

ら選ばれる都市となるためには、ビジネスを展開する際の魅力、利便性の向上が必要

です。また、現在既に行われているエリアマネジメント組織による多様なまちづくり

の取組も、情報発信力を強化することで一層大きな効果を生むことが可能になります。 

スマートなまちづくりを進め、都市間競争において、横浜のプレゼンスをあげてい

くためには、新たな要素を取り入れ、まちのブランド価値を更に高めていくことが必

要になっています。そこで、このような社会情勢の変化を踏まえ、みなとみらい２１

地区の取り組むべき基本的なテーマについて以下に示します。 
 

 （１）地球温暖化対策等 
先進都市の先導的な役割として、持続可能で低炭素なまちづくりをみなとみら

い２１地区でも実践していくことが強く求められています。特に海に面する地区

の特長を活かした環境学習や海洋都市＊1 としての展開の工夫が必要です。また、

温室効果ガスの吸収源としての海洋の位置づけや生物多様性を確保する場とし

ての意味が重視される時代にあり、人と海との関係の見直しを行うなど、みなと

みらい２１地区独自の展開が必要です。 
 
 
 

＊1 海洋都市 平成 19 年に海洋基本法が改正され、地方自治体も各区域に応じた自然的社会的条件に応じた施策

を策定・実施する必要がある。 
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 （２）自然災害リスク対策  
みなとみらい２１地区の更なる自立強化のため、災害時のエネルギーの自立性、

冗長性＊１、多様な選択肢の確保が必要です。安全・安心に対する備えは、地震や

台風などの自然被害の多い日本の都市が基本的に備えていなければならないも

のであり、世界中からの投資を呼び込むためにも必要な機能です。 
 

 （３）都市の賑わい  
みなとみらい２１地区の水際線には、大規模な緑地があり、イベントなどで活

用され人々に親しまれており、水と緑の景観をつくっています。一方で街中の人

通りの多い空間にも市民が体験しやすい緑を充実させるべきであるという要望

が多くあります。緑も単に量を増やすだけでなく、散歩したくなるまちになるよ

うに、ベンチなどの休憩スペースを増やすなど、賑わいの施設と一体となった界

隈形成を考えていく必要があります。界隈が形成されることによって、人の顔の

見え温かみのある、多くの人達を惹きつける魅力が生まれます。 
 

 （４）情報発信力の強化  
これまでもみなとみらい２１地区では、国内外のスマートシティに負けない先

端的な環境づくりを進めてきました。世界の都市において情報発信力を強化する

動きはますます顕著となっており、スマートなまちづくりの多様な取組を海外に

対してアピールする情報発信力の強化が必要です。観光・MICE＊２拠点都市を標

榜するみなとみらい２１地区にとって、スマートなまちづくりの取組を発信して

いくことは、国際会議を誘致していく上でも重要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

＊１ 冗長性（ﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰ） 必要最低限のものに加えて余分や重複がある状態をいう。障害発生時の機能維持に必

要な安全対策。 
＊２ MICE (Meeting Incentive tour Convention Exhibition) 会議・褒章旅行・大会・展示会等、ビジネス、イ

ベント等の総称 
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第２．みなとみらい２１地区の将来像 

 スマートなまちづくりに向けた都市の将来像 
前述した時代背景を受け、みなとみらい２１地区が世界を魅了し続けるためには、

まず海外を含め多くの投資を引き込むにふさわしい、災害に対して安全で生活の安定

が保障される都市基盤をもつことが基本です。安全な基盤の上に築く都市は、外国人

が住みやすいまち、たびたび訪れたいまち、歩いて楽しいまち、高齢者に優しいまち、

働きながら子育てする人の環境が整ったまちなど、多様な要求を満たすまちづくりを

進め、水と緑の豊かな環境があり、横浜らしい観光・MICE と文化芸術分野に秀でた

都市である必要があります。みなとみらい２１地区におけるスマートなまちづくりに

ふさわしい都市の将来像を以下の３つにとりまとめました。 
 

 （１）先進性・独創性のある文化芸術創造都市  
パシフィコ横浜を中心とした観光・ＭＩＣＥ＊１拠点都市・文化芸術創造都市と

して、開港地横浜の歴史を受け継ぐ独創的な取組を進め、横浜の魅力をアピール

することによって、成熟の時代にふさわしい文化を創造していく都市の実現が望

まれます。さらに、情報通信技術（ＩＣＴ）などを活用した先進的な技術によっ

て、新しい文化や技術のインキュベーターとなる特別な場所として認知され、ブ

ランド力の強化などにより世界中から高く評価され、多くの投資を呼び込めるビ

ジネス都市の実現を目指すことが重要です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （２）水と緑と歴史に囲まれた人間環境都市  
海に面する都市として海洋の魅力を活かした環境学習や水と緑を重視したま

ちづくりを推進し、世界に対して市民が誇りをもつことのできるまちやコミュニ

ティ形成など、優しさや思いやりの感じられる人間中心の環境づくりに取り組む

観光・文化芸術創造都市にふさわしい、

メインストリートの賑わいのイメージ 
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人間環境都市の実現が望まれます。 
また、地球環境問題に先導的に取り組む都市の価値を積極的に情報発信すると

共に、身近な動物と共存できる、生物多様性に配慮した都市構造の実現を目指す

ことが重要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）災害に対して強靭な安全・安心都市  
災害に対して強靭な都市をつくることは、あらゆる目標の中でも優先的に重要

な課題です。このため、更なる都市基盤の強化や多重型・分散型のエネルギー供

給、情報通信手段の多様性確保の取組を行う必要があります。みなとみらい２１

地区の安全性の強化は、横浜都心臨海部全体のレジリエンス＊１な機能強化に繋が

るため、早期の実現が望まれます。 
 

 

 
 
  

人間環境都市にふさわしい、緑陰の下のベン

チ・市民の憩いの場の広場のイメージ 

＊1 レジリエンス（resilience）復元力、回復力のこと。社会のあらゆるレベルにおいて備えておくべきリスク対

応能力、危機管理能力 

みなとみらい２１地区の将来像と強化すべき４つの分野 

 

快適な環境を 
次世代に 
継承する 

 
グリーン 

市民の創造性を 
刺激するまちの 

 
アクティビティ 

自由な移動を確保し 
都市活動を 
誘発する 

 
エコモビリティ 

安全性・環境性 
経済性に優れた 

 
 

エネルギー 
人間環境都市 

文化創造都市 

安全安心都市 
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第３．強化すべき４つの分野 
 

「先進性・独創性のある文化創造都市」、「水と緑と歴史に囲まれた人間環境都市」、

「災害に対して強靭な安全・安心都市」の３つの将来像の実現に向け、特に強化すべ

き分野として、１ 安全性・環境性・経済性に優れたエネルギー、２ 快適な環境を次

世代に継承するグリーン、３ 市民の創造性を刺激するまちのアクティビティ、４ 都

市活動を誘発するエコモビリティの４つの分野を提示します。 

各分野の取組を短期（～2020 年）・中期（～2030 年）・長期（～2050 年）の展望の

下に整理しました。 

 

1 安全性・環境性・経済性に優れたエネルギー 
    ～ 選ばれる都市が備えるべきトップランナー性能のエネルギー ～ 

 

 （１） みなとみらい２１地区の利点 
他の一般的な市街地と比較して以下に示す利点があるため、これらを活かし

た取組を推進することによって、他に見られない優れた都市モデルを実現する

ことが可能です。 

 

① 高度な都市基盤施設やマネジメント組織が充実している 

みなとみらい２１地区は開発当初より、エネルギー供給の基盤となる地域冷

暖房施設や共同溝などの都市基盤施設が計画的に整備されています。一般社団

法人横浜みなとみらい２１（以下ＹＭＭ

という）*1 などによる継続的なエリアマ

ネジメントが行われるなど、他都市と比

べて都市基盤施設やマネジメント組織

などの社会関係資本が充実しています。 

東日本大震災以降、高度な都市基盤施

設やエリアマネジメントの仕組みは災

害時にも有効なものとして、注目されて

いるところです。 

 

② 浸水や液状化に対して強く、災害時に横浜の中心部を支える 

みなとみらい２１地区は、浸水や液状化に対して強く、浸水被害などが想定

される周辺地区をサポートすることも可能な地区です。 

  

＊1 一般社団法人横浜みなとみらい２１（ＹＭＭ）とは、みなとみらい２１地区のエリアマネジメント組織である。 

みなとみらい２１地区を下支えしているエ

ネルギー供給基盤である共同溝内部 
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③ 京浜臨海工業地域に近接している 

みなとみらい２１地区は、京浜臨海工業地域に近接しています。このため、

生産工程で生み出される未利用・再生可能エネルギー（排熱・水素など）をみ

なとみらい２１地区で利用することが可能です。 
 

④ スマートなまちづくりのモデル地区としての適地である 

今後も開発が進むみなとみらい２１地区では、既存のインフラを活用しスマ

ート化技術などを備える未来志向の開発計画が可能です。新規地区での最先端

の取組を示すと同時に、既存施設における実施例も示すことができるため、多

様なスマート化のパターンを示すことが可能な、汎用性の高いモデル地区とな

ります。 

 

⑤ YSCP*1実証事業の実績がある 

 現在、みなとみらい２１地区を中心とした市全域において、参加企業が共同

で行う横浜スマートシティプロジェクト（以下 YSCP）実証事業によって ICT*2

を活用した需要側の省エネの取組が行われています。2013年に行われた BEMS*3

の実証実験によれば、最大 22.8％のピークカット効果が得られました。ここで

得た知見を水平展開することにより、需要側での取組に活かすことが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ YSCP（横浜スマートシティプロジェクト）実証実験では、横浜市と民間企業とが協働し、再生可能エネルギ

ーや未利用エネルギーの導入、家庭・ビル・地域のエネルギーマネジメント、次世代交通システム等の各種プ

ロジェクトに取り組んでいる。 
＊２ ICT（Information & Comunication Technology）情報通信技術の略語。 

＊３ BEMS（Building Energy Management System）ビル内のエネルギー管理システムのこと。ビル内の配電、空調、

照明、OA機器などの消費電力を一括して管理することによって、無駄を抑えた省エネルギーとオフィスの経費

削減に貢献する。 
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（２）エネルギー分野の目標 
みなとみらい２１地区の 2010 年度における電力・ガス使用量から試算した

地区全体での CO2排出量は、東京都内の一般的な建築物の用途別原単位から試

算した量と比較して約 27%＊１少ない量に相当します。みなとみらい２１地区は、

CASBEE横浜による建物側での工夫や地域冷暖房施設の効果により、CO2排出量

が少ない地区であるといえます。 

YSCP など様々なエネルギー分野での取組が行われてきたみなとみらい２１

地区において、更なる向上を図るためには、低炭素化推進と BLCP に関する明

確な目標を持つことが必要です。 

 

① 低炭素化推進の目標 

「エネルギー供給システムの高効率化」、「YSCP 実証事業の水平展開」、「新

築・既存建物の省エネルギー化」などにより、CO2 排出量を削減し、未利用地

の開発が実施され建物床面積が増えても、長期的には 2010 年度のみなとみら

い２１地区のエネルギー起源の CO2排出量の総量（過去最大値＊２）を超えない

ことを目指すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

低炭素化推進の取組目標イメージ  
 

＊１ 東京都テナント省エネカルテ（平成 24年度版）における特定テナント等事業所の用途別平均原単位における
2010年度の値を用いて試算した排出量との比較。 

＊２ みなとみらい２１地区のエネルギー使用量最大年は、東日本大震災前の 2010年度。 

 

 
 
 
現 況 

実績値 

 
新 築 

 
 
 
 
 
 
既 存 

 
新 築 

 

 

既 存 

2010年度 
現  況 

2020 ～ 
2030年度 
見通し 

2050年度 
目  標 

地
区
内
年
間C

O
2

排
出
量 

未利用地 40% 未利用地 0% 

床面積増大に伴い一旦は排出量が増大するが、
2050 年には目標値に近づいていくことを想定 

低炭素化推進 

注：2020～2030 年度見通しは、特段の対策の無い、いわゆる

ＢＡＵ（Business as usual）の状態を示しています。 

 開発の想定 

 
床面積 

現 況 

 
 
 
 
床面積 

将 来 

3,115 
千㎡ 

4,994 
千㎡ 

2010 年度 2050 年度 

未利用地 40% 未利用地 0% 

2050 年に向けて、みなとみらい２１地区
の開発が進み、施設立地は促進されていく 
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新たな技術や運用の仕組みを導入し、供給側と需要側双方で行う対策を実施

することによって、開発のポテンシャルを阻害せず経済成長を果たしながら、

効果を挙げることが求められます。この目標達成のため、関係者と協調し、低

炭素化の推進を図る必要があります。 

 

② 災害時のエネルギーシステムの自立強化の目標 

大規模な災害時においても、地区内の企業の事業継続及び市民の生活継続、

帰宅困難者一時避難施設の機能維持などのため、地区内の自立分散電源により、

みなとみらい２１地区の災害時に必要な最大電力負荷（kW）を確保する必要が

あります。同様に熱供給についても、非常時に必要な熱供給ができるよう地域

での熱源の確保を図る必要があります。 

震災等による通常業務移行まで長時間にわたる供給途絶時（発生後数日間）

に、人命保護・安全確保・避難支援・基幹中枢機能の維持・基幹業務の維持・

基幹業務などの遂行を支援するために、優先的に必要とされる電力や熱を供給

することを目指すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 新しい社会的便益 コベネフィット＊１創出の目標 

自立分散型のエネルギーの利用により、CO2 排出量削減、自立強化の向上な

どのコベネフィットを生み出すことができます。事業推進を円滑に進めるため、

コベネフィットを積極的に活用すべきです。電力自由化などのエネルギーに関

する規制改革の動向も見据えながら、電力供給、ガス供給、熱供給などを一元

 

最低限の機能維持のために必要な水準 

BLCP として機能維持すべき水準 

通常供給されている水準 災害時等非常時の最大負荷比率 
（スマートエネルギータウン調査報告書を加工して使

用、2012年 6月）  
 

【電力】  
 

【熱】  
  

事務所ビル 集合住宅 病 院 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

73.1% 

6.5% 

20.4% 

82.0% 

4.5% 

13.5% 

57.8% 

27.0% 

15.2% 

 

事務所ビル 集合住宅 病 院 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

9.1% 

68.2% 

13.5% 

84.9% 

30.0% 22.7% 

1.6% 

23.1% 

46.9% 

目指すべき BLCPの水準 

 

*１ コベネフィット（co-benefit） 環境対策に伴って、健康性向上など環境以外の側面で生み出される便益。 
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化する総合エネルギー産業や、医療・介護、水やごみの供給処理・リサイクル

などをサポートする総合ライフサポートサービスなどの新たなビジネスモデ

ルの創造、育成を視野にいれた取組が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
間接的便益(NEB)＊１を考慮した費用対便益（B/C）の評価のイメージ 

（カーボンマイナス・ハイクオリティタウン調査報告書、2010 年 6月）  
 

*１ 間接的便益(NEB)：(Non Energy Benefit)省エネなどの対策による光熱費の削減により付随的に得られる、環

境価値の創造に対する便益（CO2 削減価値、クリーンエネルギー創出価値）やリスク回避による便益（ＢＬＣ

Ｐへの貢献、健康被害の回避）など、通常は貨幣換算されないものに対する価値や効果を表す。 
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 （３）具体的な取組   

① 実現に向けて検討していくべき取組   

実現に向けて検討していくべき取組について、環境性・社会性・経済性の観点

で、平常時の CO2削減効果、非常時の自立強化度、費用対効果などの評価を行い、

短期・中期、長期で整理しました。これらの取組においては、今後行われるエネ

ルギーの制度改革(2016年～2018年)も併せて考慮しておく必要があります。 

ｱ  短期・中期の取組 

（ｱ） ICTを活用したエネルギーマネジメントシステムと AEMS＊1の連携 

YSCP 実証事業の成果をみなとみらい２１地区全体に水平展開し、需要側

のエネルギーマネジメントシステムの整備を図ることが必要です。将来的

には、エネルギーの「需要側」と「供給側」のエネルギーマネジメントシ

ステムを組合せた統合マネジメント（ＡＥＭＳ）の整備を図り、CO2排出量

を削減することが望まれます。優れたＡＥＭＳは、市民の環境意識の向上

や非常時のＢＬＣＰの強化という効果も期待することができます。 
 

（ｲ） 既存の都市基盤施設を活用した自立分散型エネルギーインフラ*２形成 

みなとみらい２１地区内に自立分散型エネルギーインフラ（コージェネレ

ーション・システム：ＣＧＳ*３など）を設置することは、区域内エネルギー

の CO2排出量削減や非常時の自立強化に大変有効です。大規模オフィスや商

業施設、宿泊施設等が集積するエリアで、新規の開発計画や既存街区の規

模・集積の度合い等に応じて導入を図ることが望ましいと考えられます。ま

た、ＣＧＳのエネルギー利用効率を高めるためには、発電と発電排熱利用の

バランスを保つことが重要であり、地域冷暖房施設で発電排熱を地域熱供給

に活用することに

よりＣＧＳの長所

を一層伸ばすこと

が出来ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般的なコ―ジェネレーション・システム（CGS）概念図 
 

 

熱交換器 

吸収式 

冷凍機 

受変電設備 

ガスタービン 

ガスエンジン 

燃料電池 

冷水 
（冷房用） 

蒸気 
（暖房用） 

温水 
（給湯用） 

照明 
動力 

 
都市ガス 

 

外部から購

入する電気 

電力 

排熱 

＊１ AEMS（Area Energy Management System） エネルギー供給側と消費側全体を含めて地域全体のエネル

ギー管理を行うシステムのこと。 
＊２ 自立分散型エネルギーとは、大規模発電所で創られた一般の電気ではなく、自然エネルギーや自家発電設備

等の複数の小さな発電所によって供給されるエネルギーのこと。災害時にも強いメリットがある。 
＊３ CGS とは、ガスタービンやディーゼルエンジンで発電する一方、排熱も利用して給湯や空調も賄う熱併給発

電のこと。 
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都市基盤施設（共同溝と地域冷暖房施設）が既に整備されているみなとみ

らい２１地区は、自立分散型エネルギーインフラを形成することができる適

地といえます。 

なお、電力小売システムが 2016 年をめどに家庭分野も含めて全面自由化

となり、電力会社を自由に選択することも可能となります。更に、2018～2020

年には、電力会社の発電と送電が分離される方針であり、新規発電事業者の

参入が促進されると期待されています。このような電力システム改革などの

規制緩和や新しい法制度改革は、自立分散型エネルギーインフラの構築の仕

方や電力販売先の多様化など運用面の仕組みに関わる事項も多いことから、

動向を注視しつつ柔軟に対応できるようにすることが望ましいといえます。 

 

（ｳ） 太陽光発電など、再生可能エネルギーによる電力供給 

みなとみらい２１地区内の建物の屋根などを利用して太陽光発電パネル

を設置し、グリーン電力を供給します。大規模な再生可能エネルギー利用

により、平常時の CO2 排出量削減が可能となり、市民の環境意識の向上、

グリーン地区としてのブランド価値の向上などに対する効果が期待できま

す。また、太陽光発電と蓄電システムを組合わせることにより非常時のＢ

ＬＣＰ性能向上も期待できます。 

更に CO2 削減の近未来技術として「水素利用」システムへの期待も高ま

っており、中長期的には燃料電池車、水素ステーション、水素発電などの

導入も検討する必要があります。 

 

ｲ 長期の取組 

（ｱ）火力発電所などエネルギー有効利用システム 

近傍の火力発電所から発電時に発生した蒸気を地域冷暖房施設で利用す

るものです。 

平常時は地域冷暖房施設に安価な抽気蒸気＊１を供給することによる経費

削減効果と CO2 削減効果が期待できます。地域冷暖房施設の蒸気供給源の

二重化により地域冷暖房施設のＢＬＣＰ性能が向上します。 

最寄りの火力発電所からみなとみらい２１地区までのルートは約９km と

なり、経路途中の京浜臨海部の需要家の創出、ごみ焼却排熱などの都市イ

ンフラのネットワークと関連づけて検討する必要があります。 

 

② 更なる自立強化のための取組 

実現に向けて検討していくべき取組に加えて、地区内の変電所に超高圧電力を

受電する系統電源の多重化方策や、共同組合方式などによる非常用発電機の共用

＊１ 抽気蒸気 発電の過程の途中から他の利用に必要な分だけ取り出された蒸気のこと 
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設置、地域冷暖房施設と共同溝の災害機能強化による更なる自立強化の取組があ

ります。また、機械室の設置レベルを高くするなど、個々の建物における対策も

重要な取組です。 

近年、発電効率が高い大型のガスエンジンＣＧＳも普及しつつあります。常時

の低炭素化を推進し、非常時には自前の電力供給割合を高めるためにも大規模な

高効率ＣＧＳの導入や非常用発電の共用設置などの方策によって、自立分散型エ

ネルギーインフラの整備を図ることも考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【短中期】 
ICT を活用したエネルギーマネ 
ジメントシステムと AEMSの連携 
 

【短中期】 
太陽光発電等、再生可能エネルギ 
ーによる電力供給 
 

【長 期】 
火力発電所エネルギー有効利用 
システム 

DHC＊供給エリア 

    ＊ 
    ＊ 

    ＊ 

    ＊ 

BEMS 

 

CEMS 

 

BEMS 

 

HEMS 

 BEMS 

 

ＡEMS 

 

海 

 緑 

 

光 

 

【短中期】 
既存の都市基盤施設を活用した 
自立分散型エネルギーインフラ 
形成 

 

 

※イメージ図（場所等を特定するものではありません。） 
エネルギー対策イメージ 

＊ HEMS（Home Energy Management System）家庭内のエネルギー管理システムのこと。家電製品などの消費

電力が可視化され、効率的な節電・蓄電をコントコールし、CO2 削減と快適なライフスタイルの両立をサポー

トする。 
＊ BEMS（Building Energy Management System）ビル内のエネルギー管理システムのこと。ビル内の配電、

空調、照明、OA 機器などの消費電力を一括して管理することによって、無駄を抑えた省エネルギーとオフィ

スの経費削減に貢献する。 
＊ CEMS（Community Energy Management System）エネルギーの需要側を中心として、供給を地域規模で管

理するシステム。電力使用量がリアルタイムで把握でき、需要と供給のバランスが常に最適な状態に保たれる。 
＊ AEMS（Area Energy Management System）エネルギー供給側と消費側全体を含めて地域全体のエネルギー

管理を行うシステムのこと。 
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2 快適な環境を次世代に継承するグリーン 
         ～ 見せる緑から魅力・賑わいの緑への再生 ～ 

 

（１）みなとみらい２１地区の現状 
みなとみらい２１地区の水際線は、都市と自然環境が交錯する重要な場所で

あり、海と陸の生態系としても貴重です。現在、水際線には大規模な緑地が配

置されてますが、街中の人通りの多い空間にも市民が体験しやすい緑を充実さ

せるべきであるという要望が多くあります。 

景観面の配慮だけでなく、緑陰の涼しさを感じたり、鳥のさえずりを聞いた

り、歩行者に優しい、歩きたくなる環境計画が重要です。このため、緑化と賑

わいと一体となった滞留空間（ベンチなどの休憩スポット）など、緑の多様な

効果が感じられる豊かな空間づくりが必要です。 

 

（２）現在の主な取組 

① 横浜みどりアップ計画                           

地域緑のまちづくり事業による、みなとみらい２１地区にふさわしい緑の創

出を地域の意見を反映しながら進めています。 

みなとみらい２１地区を「横浜駅東口・中央地区」「中央地区」「新港地区」

の３地区に区分し、それぞれの地域緑化計画に基づき、公共施設緑化と民有地

緑化整備を推進しています。 

 

② 公共空間の緑の補強                          

グランモール公園においては、環境未来都市にふさわしい公園へのリニュー

アルに向けて検討を進めています。これまでの環境演出要素である水・緑・光

を継承し、より実感できる都心部の緑の創出などを通して、緑陰の涼しさを感

じるなど、周辺街区とも連携しながら、人が快適に憩える空間づくりが望まれ

ます。 

みなとみらい２１地区に隣接している旧東急東横線廃線跡地では、横浜駅か

ら桜木町駅の区間について、「自転車も通れる遊歩道や駐輪場」として再生す

ることを基本に検討及び整備を進めています。旧駅舎・高架下空間などの利活

用についても幅広く検討を行っていきます。 
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（３）短期的取組  

① 公開空地等を活用した「まちかどの緑」プロジェクトの推進 

グランモール公園を中心とする、公共空間内の緑のあり方の見直しがみなと

みらい２１地区内の新たなランドスケープデザインを先導し、これと連動する

公開空地内の緑のあり方を変えていくことが必要です。 

 緑地空間は、賑わい環境形成と合わせて考えるべきであり、オープンカフェ

などによる賑わい空間を緑陰の下のベンチや Wi-Fiスポット環境と合わせてい

くことが望ましいと考えられます。 

 このためには、みどり環境の整備の方向性をまち全体で共有して実現化を進

めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 公共緑地を中心にした新しい緑のオープンスペースの整備 

四季折々の変化を感じられるような市民が憩える豊かな緑地空間を創出し

ていくことが求められています。また、生物多様性への配慮、街の魅力や賑わ

いにもつながる豊かな緑や花の演出など、緑の多様なあり方に留意し、実現し

ていく取組が必要です。みどり環境の整備の方向性を検討するに際しては、成

熟した都市にふさわしい、豊かな歩行者空間形成に資する配慮を行うことが必

要です。 

 

 （４）中期・長期的取組 

① 微気候の解明によるヒートアイランドの緩和（風の道の形成）   

大規模な港湾緑地や沿岸部の排熱有効利用による熱環境改善によって、海風

を陸に呼び込む風の道を形成していくことが望ましいと考えられます。みなと

みらい２１地区内では、ネットワーク化した沿道の緑化や川沿いのクールスポ

ットなどと合わせて、風の道を誘導していくことが求められます。また今後は、

気象情報をリアルタイムで把握できるセンサーを計画的に配置し、これらの情

報を活用してヒートアイランドの緩和を進めていくことが望まれます。 

まちかどの緑のイメージ 
緑陰の中の賑わい 



 18 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 市民の創造性を刺激するまちのアクティビティ 
         ～ 文化芸術創造都市にふさわしい成熟した界隈形成 ～ 

 

（１） みなとみらい２１地区の現状   
みなとみらい２１地区がグローバルな規模で高く評価される競争力ある都市を目

指すためには、都市の安全性・賑わいなどのほか、生活者の利便性・快適性も重要で

あり、総合的な視点からの配慮が必要になります。特に、外国人居住・滞在・ビジネ

ス環境の整備強化が必要です。また、みなとみらい２１地区の特長である海の魅力づ

くりにより、港湾機能と国際海洋都市環境の形成との両立を図ることによって、他の

都市との差別化を図るべきです。 

みなとみらい２１地区は、開発の段階から新しいマネジメントが重視される時代に

移行しています。市民を主体としたコミュニティの活動など、多様な主体が関わり、

相互の信頼関係によって推進される、成熟型社会にふさわしい地域づくりが求められ

ています。 

 

  

将来展開イメージ 

・水際線と緑が接するエリアを中心

に大規模な緑地が配置されている

が、街中にはまとまった規模の緑

が少ない 

・公共緑地再整備と連動した公開空

地内の中小規模の緑のかたまり

「まちかどの緑」を創出し、緑地

の偏在を改善 

・公園・緑地や「まちかどの緑」を沿道緑化で

ネットワーク化し、緑陰の連続空間を形成 

・大規模な港湾緑地や沿岸部の排熱有効利用

による熱環境の改善 

 → 海風を陸に呼び込む風の道の形成 
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（２）現在の主な取組 

① MICE拠点都市としての環境強化                           

横浜市はグローバル MICE 戦略都市に選定されており、横浜ならではの魅力

を活かしたＭＩＣＥ施策を推進しています。 

また、横浜トリエンナーレやトライアスロン大会などの国際大会、花火大会

等、みなとみらい２１地区で開催される各種イベントは、横浜やみなとみらい

２１地区の知名度を高めることに貢献しています。 

 

② 外国人対応環境の各種取組                                

インターナショナルスクールやプレスクール、外国語対応の医療施設などが

山手・関内からみなとみらい２１地区にかけて整備されつつあります。また、

横浜観光コンベンション・ビューローによって、国内外からの観光客誘致やコ

ンベンションの開催支援が行われています。 

 

③ 通信環境の充実・拡大                                

ＮＴＴ東日本と横浜市が覚書を締結し、外国人旅行者を対象に 14 日間無料

で Wi-Fiを利用できるサービスが提供されています。また、民間事業者による

Wi-Fi環境の整備が個別に展開されています。 

 

④ 市民参加型のイベントの取組                           

みなとみらい２１地区では、ハマロードサポ

ーターや公園愛護会による地区内清掃活動を

実施したり、高島水際線公園における生物生息

状況調査を行うなど、市民参加型の多様な取組

が実施されています。 

 

（３）短期・中期的取組 

① Wi-Fi環境の整備とＩＣＴ活用の展開                           

スマートなまちづくりの多分野にわたる取組に共通する事項として、情報の

発信や取得を容易にすることが挙げられます。このための基本的な条件として、

地区内の無料 Wi-Fi網を拡大し、情報基盤を整備していくことが求められてい

ます。これらの基盤を活かし、環境関連の見える化推進や旅行会社・市内ホテ

ルと提携しながら、来街者や外国人旅行者などに対するきめ細かなサービスを
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提供するなど、情報のバリアフリー化を進めることが必要です。ＩＣＴ技術は、

スマートなまちづくりの基本であり、みなとみらい２１地区ではこれらの取組

を世界に向けて先駆けて発信してゆく最先端の場所としてのプレゼンスを高

めていきます。 

  

図 ICT活用イメージ 

Wi-Fiネットワーク 

データセンター 

クラウド 

水源地保全 

京浜臨海部熱利用監視 

ヒートアイランド対策監視 

モビリティの流れ 

（リアルタイム情報） 

ｺﾐｭﾆﾃｨｻｲｸﾙ予約システム 

人の流れ（リアルタイム情報） 

気象情報 （リアルタイム情報） 

賑わい形成 

案内・誘導（多言語化） 

涼風誘導 

カーシェアリング 予約システム 

気象観測点設置 

観光情報・イベント情報 

GPS＋SNS （情報発信） 

エネルギーの流れ監視 

（リアルタイム情報） 

店舗情報 

多様な情報の見える化 
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② スマートなまちづくりの強化によるＭＩＣＥ誘致 

みなとみらい２１地区をスマートなまちづくりに関する国際会議・展示イベ

ントの開催で代表的な都市となるよう、関連分野の MICE 誘致などを強化しま

す。みなとみらい２１地区での環境配慮の取組をわかりやすく紹介し情報発信

していくことと合わせて、ブランディングを強化していくことが重要です。 

 

③ 多様な主体によるエリアマネジメント活動の強化                    

地域価値向上に資する情報発信や多様な活動展開と合わせて、防災・エネル

ギー対策や環境まちづくりを実現する自立型のエリアマネジメントを強化し

ていくことが求められています。特に継続的な活動のための財源確保は喫緊の

課題であり、解決を図っていく必要があります。 

 

④ 文化芸術分野と都市環境との融合    

これまでの横浜における文化芸術分野の取組の実績を活かし、都市環境分野

と融合することによって、他地区にはない独創的な横浜らしい展開を図ること

が重要です。みなとみらい２１地区

が、常に来街者で溢れる、賑わいの

あるまちとなるためには、このよう

な取組を継続して推進していくこ

とが必要です。 

 

 

 

 

 

 

（４）長期的取組 

① 国際海洋都市環境の整備・環境学習拠点の立地誘導  

海洋基本法による新たな海洋政策＊１を展開していく時代にあって、みなと横

浜における海と都市との新たな関わりや海洋に関する総合的な施策の検討を

行うことが必要です。また、臨港パークや高島水際線公園など、海洋環境学習

の場を充実させていくことが望まれます。 

  

みなとみらい２１地区でのスマートイルミネーションの風景 

＊１ 海洋政策  海洋基本法では、海洋が人類等の生命を維持する上で不可欠な要素であるとともに、国際的な

協調の下、新たな海洋立国を実現することが重要であるとしている。国は海洋基本計画を策定し、地方自治

体では、各区域の自然的社会的条件に応じた施策の策定、実施が求められている。 
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４ 自由な移動を確保し、都市活動を誘発するエコモビリティ 
   ～ 環境配慮型の多様なモビリティによるネットワーク形成 ～ 

 

 （１）みなとみらい２１地区の現状   
クイーン軸、キング軸、グランモール軸の３つの都市軸を中心とした歩行者

ネットワークの環境が整っています。これらの基盤を活用した、歩いて暮らせ

る健康指向のまちづくりを推進すると共に、横浜都心臨海部エリアの回遊性向

上など、近距離用の次世代型・環境配慮型の交通システムを乗り換えの不便な

く活用することが求められています。現在、環境配慮型の交通システムを地区

に導入し、利用者への浸透を進めています。 

 

（２）現在の主な取組 

① 歩いて暮らせるまちづくりの推進  

みなとみらい２１地区のマスタープランは当初より、ペデストリアンネット

ワークの形成が構想されています。今後、隣接地の東横線廃線跡地利用など、

歩行者動線整備による回遊性向上を進めていきます。 

 

② 次世代型交通施策の推進                           

横浜都心部のコミュニティサイクルや超小型モビリティ（チョイモビ）など

の社会実験が実施されており、実装化に向けた検討が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 （３）短期的取組 

① 次世代型交通の実用化                           

歩いて暮らせるまちづくりの推進と環境整備（沿道の賑わいや緑陰の形成、

ベンチの設置など）は連携して推進すべき取組です。これに加えた社会実験段

階の次のステップとして、コミュニティサイクルや超小型モビリティ、燃料電

池車（水素燃料）の実装化を進め、交通分野における低炭素化を図ることが重

要です。 
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② 異種交通間のシームレスな乗り換えステーションの整備                           

公共交通機関とエコモビリティやコミュニティサイクルなどのパーソナル

な交通手段への乗り換えや海上と陸上との交通間の乗り換えなど、様々な交通

機関のシームレスな乗り換えを実現する拠点の整備により、誰もが陸や海を自

由に移動できる環境整備が必要です。乗り換えシステムでもＩＣＴ基盤の活用

により、簡易な乗り換えの工夫が必要です。 

 

（４）長期的取組 

① インナーハーバーでのアクセス強化                     

水上交通（水上バス、観光用）や次世代型モビリティによって、インナーハ

ーバーエリア全体への回遊性を向上させ、活発な都市活動を誘発していくこと

が重要です。 
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第４．スマートなまちづくりの実現に向けて 
本答申は、みなとみらい２１地区が世界を魅了する最もスマートな環境未来都市と

なるために必要なまちづくり方針の概要を示したものです。まず、基本的考え方や緊

急性の高い課題を関係者間で共有することが重要です。その後、実現化に向けた詳細

検討を行い、参加する担い手の役割分担を明確にしたうえで実施計画を策定する必要

があります。 
 

１ 担い手となる組織とその役割 
スマートなまちづくりの担い手は、以下に示したそれぞれの役割りを認識し、取組

への協力が必要です。様々な分野の取組の実現には、多様な担い手が連携して進める

ことが重要です。 
 

（１）横浜市が担うべき役割 
横浜市が先導して、みなとみらい２１地区がスマートなまちづくりのトップラ

ンナーとなるよう、時代を先取りした取組を積極的に実施するべきです。このた

めには、公民が連携することによって、創出される新たな価値創造に積極的に取

り組むことが必要です。また、みなとみらい２１地区内外の広域連携を進め、横

浜都心臨海部全体としてのブランディング価値を高めるよう総合調整を行う必

要があります。 

横浜市は国の施策などとも連携して、みなとみらい２１地区で実施される新し

い取組の初期段階における規制緩和、補助金支出の措置を図り、事業が円滑に推

進されるよう努める必要があります。これらの取組を広く情報発信し、観光・Ｍ

ＩＣＥ都市としてのプレゼンスを高めることが重要です。また、スマートなまち

づくり推進に向けて情報開示（オープンデーター）につとめ、ＩＣＴを活用した

取組の推進に寄与することが必要です。 

 

（２）市民が担うべき役割 
市民の積極的な参加なしにまちづくりを進めることはできません。市民がそれ

ぞれの立場でスマートなまちづくりへの関心を持ち、みなとみらい２１地区の魅

力を高める取組に積極的に参画することが望まれます。また、横浜の歴史やみな

とみらい２１地区の取組を知り、様々なネットワークにより、新しいライフスタ

イルを提案・発信していくことが望まれます。 

 

（３）企業が担うべき役割 
企業は、本業の活性化を通して、また社会的責任（ＣＳＲ）の履行も兼ねて、
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自らの持つ技術と資源を活用して、スマートなまちづくりの推進に向けて貢献す

ることが望まれます。一方、地区内に立地する企業は、スマートなまちづくりに

主体的に関わり、みなとみらい２１地区で実施している自らの取組を広く世界に

向けて情報発信することによって、地域の魅力・価値向上に資するよう行動する

ことが望まれます。 

 

（４）大学・研究機関が担うべき役割 
大学や研究機関はみなとみらい２１地区を研究開発などのフィールドとして、

積極的に活用することができます。スマートなまちづくりの効果を多様なデータ

ーを活用して科学的に検証し、より効果的な成果が上がるよう努めることが求め

られます。 

 

（５）エネルギー会社（電気・ガス・熱供給会社）が担うべき役割 
エネルギー会社は安全性・環境性・経済性・効率性に優れたエネルギー供給に

向けた設備更新に努めると共に、自立分散型エネルギーインフラ等の新たな取組

に協力することが求められます。 

 

（６）エリアマネジメント組織が担うべき役割 
エリアマネジメント組織は、横浜市と連携しながらスマートなまちづくりに向

けた取組を推進し、地域の価値向上に努めることが望まれます。また、これらの

スマートなまちづくりの取組を世界に向けて発信することによって、世界のスマ

ートシティと肩を並べ、選ばれる都市となるようブランディング向上に貢献する

ことが望まれます。取組や活動展開のための組織づくりと財源の確保に対して、

横浜市と連携した検討を進めることも必要です。 
 

＊  エリアマネジメントと合わせてエネルギーを 
 マネジメントしていく仕組みがあれば、 

需要側と供給側を合わせた 
エネルギーの適切な運用 
管理が可能になります。 

 

 

 

 

 

 

  
スマートなまちづくりの担い手となる組織 

  
 

 

企 業 

(3) 

市 民 

(2) 

エネルギー会社 
（電気・ガス・ 

熱供給会社） 

(5) 

大学 

研究機関 

(4) 

横浜市 

(1) 

エネルギー 

マネジメント 

エリア 

マネジメント組織 

(6) 
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２ 事業化へのステップ 
スマートなまちづくりの具体化に向け、実施計画（アクションプラン）を策定し、

取組を着実に実施する必要があります。実施に向け受益者と事業主体、直接的・間接

的な便益の把握、事業資金の確保など、事業のスキームを明確にしなければ、想定さ

れる事業主体は事業に参加することが難しいと考えられます。ＰＤＣＡサイクル＊１に

基づいて、事業の進行を継続的に監視することが必要です。 
事業計画の策定にあたっては、事業主体の力を結集する新たなまちづくりの公民連

携の仕組みを構築し、事業化の検討を進めることが重要となります。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現化に向けた段階的な進め方イメージ 
  

 ＊1 ＰＤＣＡサイクル（Plan-do-check-act cycle） 計画・実行・評価・改善のサイクルを螺旋を描くように１周

ごとにサイクルを向上させて、継続的に改善していく仕組みのこと。 
＊２ TIF（Tax Incremental Financing）開発後の固定資産税や事業税等の税収増を見込んで、その分を返済財源

にして資金調達を行う資金調達の手法。日本に事例はない。 
＊３ SIB（Social Impact Bond）投資家から資金を集め、社会的事業への資金提供を行い、事業の結果得られた

成果を定量評価し、その評価に応じて公的機関から財政支出圧縮分をリターンとして投資家に支払うもの。 
    日本に事例はない。 

 

STEP 1 動機 
・ 危機感の共有に基づく協働 
・ 共通の利益増進の確認 
・ NEB 導入による B/C 再評価 

STEP 2 事業検討 
・ 官民連携方策の具体的検討 
・ 受益の範囲の特定 

STEP 3 資金調達 
・ 事業に応じたスキーム構築 
・ リスク判断 

スマートなまちづくり答申 

準備段階 
・ YSCP・モビリティ等社会実験 

・概算 FS 検討・社会実験の成果の反映 
・直接的便益・間接的便益の把握 
・実現化に向けた課題の把握 

・新しい資金調達手法（TIF＊２・SIB＊３等）研究 
・課題解決等、事業化詳細検討 
・規制緩和、公共空間活用の推進等 
・受益範囲の確定と共通便益による公平な配分 
・事業主体の特定 
・詳細資金計画 

・YSCP 等による企業共同体による協力体制 
・社会実験等の成果の実績 
・地球環境問題、東日本大震災の体験共有等 

・負担金・ファンド・補助金等、資金調達 

各種事業計画 

事業実施 
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次表にこれまで示した４分野のうちから、５つの代表的な取組について、事業化を

推進していくための関係者間の連携イメージと資金調達について示しました。エネル

ギーやＩＣＴなどインフラの共通基盤整備は、横浜市が中心となって先導し、市民・

企業・大学など多くの関係者と連携して実現化を図ることが望まれます。 

公民連携での事業実施にあたっては、投資しやすい環境づくりに向けて、資金・フ

ァイナンスなど調達する仕組みの検討が重要です。事業による収益が期待できるもの

については、これらの利用料収入によって事業を推進することが基本となります。 

各取組の関係者は多様であり、資金調達の仕組みも公共事業や補助金など税金で賄

うべき方法やファンドなどにより多くの投資家から資金を集める方法が考えられま

す。この他に、防災・エネルギー対策・環境まちづくりなど、地区の環境価値の向上

に寄与するテーマに対応した公民連携の方策や新たな資金調達の仕組み（BID＊１、TIF

など）の検討を進め、財源確保を図り、永続的な事業実施が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組アイデア 

の例 

想定される関係者  

 

 

 

資金調達 

横 
浜 

市 
企 

 
 

業 

エ
リ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
組
織 

（
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
） 

エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社 

 

大 

学
・
研
究
機
関 

市 

民 

等 

＜エネルギー分野１＞ 

既存の都市基盤施設を活用した自立

分散型エネルギーインフラ形成 
○ ○ ○ ○   

受益者負担金 

補助金 

＜エネルギー分野２＞ 

太陽光発電等、再生可能エネルギーに

よる電力供給 
○ ○ ○ ○  ○ 

ファンド等 

＜グリーン分野＞ 

公開空地を活用した「まちかどの緑」

プロジェクト 
○ ○ ○   ○ 

利用料徴収 

補助金 

＜モビリティ分野＞ 

次世代型交通の実用化 ○ ○ ○   ○ 
利用料徴収 

＜アクティビティ分野＞ 

Wi-Fi環境の整備と ICT活用の展開 ○ ○   ○ ○ 

利用料徴収 

補助金 

取組アイデア例と関係者・資金調達の例 

＊１ BID（Business Improvement District）治安維持・清掃・公的施設管理等、行政の上乗せ的サービスを特定

地区における独自の賦課金によって賄う制度。 
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特に自立分散型エネルギーインフラの形成は、新規建物や個別建物の大規模改修時

を捉えて開発規模や建物の集積度合いに応じてＣＧＳを導入し、電力を自社建物及び

エリアで活用し、熱を地域冷暖房施設に送り、地域全体としての電力・熱エネルギー

の低炭素化推進とＢＬＣＰ機能向上に資する対策となります。関係者間での自主ルー

ルをつくることによって、みなとみらい２１型の自立分散化エネルギーシステムを構

築していくことが望まれます。 

  

公 
 
サービス水準の決

定・監視や支払い等

公的な役割りを果

たす 

民 
 
設計・建設・運営管

理、事業費の回収等

民間事業者のノウ

ハウを活かす 

a. 公設民営 b. 指定管理者制度 c. PFI 

公のリードにより民間の提案要素

を拡大し、価値創出を促進する 

公民の役割分担による価値創出 
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みなとみらい２１地区における自立分散型エネルギーインフラ形成概念図 

 ビル単位利用 

系統電力 

冷水・蒸気 

電力 

CGS 

電力 

電力 

複数棟エリア内利用 

ビル単位利用 

CGS 

電力 
冷水・蒸気 

CGS排熱を地域冷暖房施設へ供給 

凡例 

CGS 

地域冷暖房施設 

 

熱交換器 

吸収式 
冷凍機 

受変電設備 

ガスタービン 

ガスエンジン 

燃料電池 

冷水 
（冷房用） 

蒸気 
（暖房用） 

温水 
（給湯用） 

照明 
動力 

 
都市ガス 

 

外部から購

入する電気 

電力 

排熱 

地域冷暖房施設 

みなとみらい２１地区では、排熱を地域冷

暖房施設で全量受入れることによって、Ｃ

ＧＳの利用効率を高めることができる 一般的なＣＧＳは、電力と排熱を建物内

で完結して利用するため、電力と熱利用

のバランスを図る必要が生じる 
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３ 国内外への情報発信 
情報発信を強化することによって、みなとみらい２１地区におけるスマートなまち

づくりに対する国内外への関心、支持を広げることで、来街者数やビジネスチャンス

を増やし、地域経済を活性化させることが必要です。また、誰もが手軽にＩＣＴ端末

で情報収集できる今日、ネットワーク環境の更なる充実は、直接的に実際の消費者行

動を変えていく時代にあり、まちづくりにも大きな影響を及ぼしています。 
これまでの来街者に対する情報提供を中心とした情報発信に加えて、海外をターゲ

ットとしたブランディング強化を推進することが必要です。具体的な情報発信方策の

強化の方向は以下のとおりです。 

 

 

(1) 国際会議、展示会等を通じた情報交流 
～ フェイス・ツー・フェイス（FtoF）の交流重視 ～ 

 

みなとみらい２１地区をスマートなまちづくりに関する国際会議・展示会を開

催することで世界に知られる特別な場所とするべきです。国内外のイベントなど

の機会を捉えて、最先端の取組を披露する場を設けることなどにより、みなとみ

らい２１地区におけるスマートなまちづくりを発信することが求められていま

す。今後開催される横浜マラソンやオリンピック・パラリンピック東京大会開催

に向けて、更なる情報発信の強化が必要です。 

 

(2) 情報発信主体の一元化 
～ ショーケース・パッケージ化による新たなビジネスの発掘 ～ 

 

みなとみらい２１地区における多様な主体によるスマートなまちづくりの取組

を一元化し、これをパッケージとしてショーケース化することが重要です。国内

外の企業や自治体などに対し、スマートなまちづくりの取組への参加や技術導入

を促し、新たなビジネスモデルの発掘へと結びつけることによって、海外展開へ

の機会を増やす必要があります。 

このため、みなとみらい２１地区内に、スマートなまちづくりなどに関する情

報の提供、ビジネスなどの機会の創出や視察などを受け入れる拠点が必要です。 

 

(3) 企業・市民などによる情報発信への参加 
 

スマートなまちづくりの取組が、みなとみらい２１地区や横浜の経済活性にと

って、大きな力になるという認識を共有するための市民参加の取組が重要です。

このためには、次世代を担う子供や若者がワークショップや体験プログラムなど

を通じて、スマートなまちづくりの魅力を認識できるようにすることが必要です。 
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(4) 地域連携による情報の重層化 
 

みなとみらい２１地区だけでなく、横浜都心臨海部全体の魅力を発信すること

により、情報内容を充実させ、海外への情報発信力を強化していくことが必要で

す。国においても環境未来都市としての PRを推進するなど、自治体の枠組みを越

えた情報発信が進められているところです。 

 

(5) 質の高いコンテンツの作成 
国内外のクリエーターを対象とした発信コンテンツの企画募集などにより、楽

しさ・驚きや新たな発見を伝え、環境行動に結びつくコンテンツの創造や情報発

信を担う人材の育成や機会を創出することが求められています。 

 

 

  
 

 

みなと 

みらい 21 

横浜駅周辺 

関内・関外 元町･山手 

パシフィコ 

横 浜 
横浜観光 

コンベンション
ビューロー 

本牧 

横浜市 

企業 

立地企業 

ホテル 

拡大 

共感 

住民・市民 

エネルギー

会社 

中華街 

京浜臨海部 

海外を意識した地
域連携による横浜
の情報発信力強化 

温暖化対策に関
する情報発信 

エリアマネジメント 
地域イベント情報発信 

SNS を通じた
共感の拡大 

国際会議・展示イ
ベントを通じた
F to F のネット
ワーク 

CSR の一環と
しての情報発信 

スマートシティを
通じた世界都市間
ネットワーク 

国内外の観光誘致 
コンベンション 
誘致 

動画を用いた情
報発信（チョイモ
ビ HP コンセプ
トムービー） 

横浜の魅力情報
提供・おもてなし 

みなとみらい 21 

地域間連携 

情報の質 

マスコミ 
経済活動を誘発
する情報発信 

YMM 
情報一元化 

F to F 

発信参加 

情報発信力の強化イメージ 
  

 

＊１ 

＊2 

＊1 FtoF（Face to Face）ネット上では無く、現実に人と人とが向き合う関係のこと。 
＊2 SNS（Social Networking Service）Facebook や Twitter など、インターネット上で構築される社会的なネッ

トワークのこと。 
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第５．今後の展開 
 
みなとみらい２１地区が世界を魅了する都市として、他に類のない独創的な取組

にチャレンジし続けることは、横浜都心臨海部全体の活力を高めることに繋がりま

す。また、この取組は、横浜市全体、ひいてはアジアから世界に向けて影響を与え

るものでなければなりません。みなとみらい２１地区は、歩行者中心のネットワー

クや共同溝等の都市基盤施設など、この 30 年で築いた資産があります。この上に

そのスマートな取組を実施していくことによって、成熟期に向けた環境未来都市の

新しい価値創造の時代を切り開いていく必要があります。 

 

１ 取組の実施状況の評価 
2050 年という未来に向けて、みなとみらい２１地区のまちの魅力・価値を持続

的に高めていくためには、多様な主体が地域に対する誇りをもって、主体的に取り

組んでいくことが重要となります。 

また、ＰＤＣＡサイクルによって、取組の進ちょく状況や改善の取組等を評価す

ることや取組の効果などを市民などへ報告することが必要です。評価の手法として

は、客観的指標（都市評価ツールとしてのＣＡＳＢＥＥ等）を活用することも効果

的です。 

 
 

2 取組の実施に向けた展開 
スマートなまちづくりの取組の実現に向け、2050 年までの実施計画（アクショ

ンプラン）を策定し、目標に向け事業を推進する必要があります。 

2016年から 2018年に電力システム改革が進みます。これに向け、早期に横浜市

が中心となって新しいエネルギー利用などの事業化に向けた検討を進めることは

重要です。 

また、課題の多い取組についても、その必要性を認識し、2050 年までの中長期

的取組として目標を持って事業を推進していくべきです。 

この実施計画は 2050 年の長期的なスパンで策定するもので、都市の将来像の実

現に向けたまちづくりを進めながら、まちの成長や社会情勢の変化に合わせてフレ

キシブルに変えていきます。 
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1 審議会の検討経過 
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■ みなとみらい２１地区のまちづくりの取組の方向性の
整理 
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第３回審議会 平成 25年 12月 13日 ■ みなとみらい２１地区のスマートシティ化の実現方策 

■ 国内外への情報発信方法（パッケージ化・ブランディ
ング戦略等）の検討 

第４回審議会 平成 26年 3月 14日 ■ 意見募集を踏まえた検討内容の再整理 

■ 全体とりまとめ・審議会答申 

 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり エネルギー部会 

 開催日 検討内容 

第１回部会 平成 25年 9月 3日 ■ みなとみらい２１地区の省エネルギー・低炭素化・Ｂ
ＬＣＰ向上に向けた取組状況 

■ フィジビリティ・スタディの際に考慮すべき視点 

第２回部会 平成 25年 10月 24日 ■ FS 調査検討報告 

■ みなとみらい２１地区のエネルギー分野における目標
レベルの設定 

■ ショーケースモデルの設定と実現化に向けた方向性 
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